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東京高等裁判所は、雇止めの適法性に関する従前の判例法理を概ね踏襲したうえで、以下のような判断枠組みを提示
しました。

労働契約法１８条は、「有期労働契約が５年を超えて反復更新された場合は、有期雇用労働者の申込みにより期間の
定めのない労働契約に転換する仕組みを設けることによって、有期労働契約の濫用的な利用を抑制し、労働者の雇用
の安定を図ることを目的とする」が、他方で「５年を超える反復更新を行わない限度において」「短期雇用の労働力を利
用することは許容されていると解されるから、その限度内で有期労働契約を締結し、雇止めをしたことのみをもって」
「濫用的な有期労働契約の利用であるとか、同条を潜脱する行為であるなどと評価されるものではない」。
労働契約法１９条２号の要件に該当するか否かは、「当該雇用の臨時性・常用性、更新の回数、雇用の通算期間、契約

期間管理の状況、雇用継続の期待を持たせる使用者の言動の有無等の客観的事情を総合考慮して判断すべきであ」り、
この場合、「労働者がその旨を十分に認識した上で…使用者と労働者とが更新期間の上限を明示した労働契約を締結
することは…上記にいう契約期間管理の状況、雇用継続の期待を持たせる使用者の言動の有無といった考慮事情と並
んで、契約の更新への期待の合理的理由を否定する方向の事情として…考慮要素となる」。
「有期労働契約が反復して更新される間に、労働者が既に契約更新への合理的期待を有するに至った場合において、

本件の争点は、期間の定めのある有期雇用契約のなかに、更新上限条項や不更新条項が定められていた場合に、労働契
約法１８条や同法１９条に照らし違法な雇止めにあたるのか否かでした。

原告は、自動車運送等の物流事業等を営む被告会社の配送センターにおいて、派遣社員として勤務していました。原告
は、被告会社との間で期間の定めのある有期雇用契約を締結しており、契約書には「当社における最初の雇用契約開始日
から通算して５年を超えて更新することはない」との更新上限条項が設けられていました。原告と被告会社との有期雇
用契約は、４回ほど更新されていましたが、当初の契約開始時から約６年が経過した時期に、被告会社が原告に対して本
件雇用契約の終了を書面にて通知しました（以下「本件雇止め」といいます。）。
これを受けて、原告は、本件雇止めは、労働契約法１９条に照らし相当性を欠くものであり、被告会社との間ではなお

雇用関係は存在すること等と主張して、労働契約上の権利を有する地位にあることの確認を求めて訴えを提起しました。
本判決の原審である東京地判令和２年１０月１日は、原告の請求を棄却したため（判決確定後の金員の支払いを求め

る部分については却下しています。）、原告は東京高等裁判所に控訴しました。
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期間の定めのある有期労働契約については、本来、期間の終了に伴い労働契約が終了するといえます。しかし、これで
は、有期労働契約者の法的保護があまりにも図られないため、日立メディコ事件最高裁判決以降、裁判所は、更新に対す
る合理的期待がある場合に、解雇規制法理と同様の制限（雇止めの合理性・相当性がなければ、雇止めを行うことは許さ
れない、とする制限）を設ける雇止め法理を形成してきました。こうした判例法理は、平成２４年に労働契約法１９条と
して明文化されており、以降、裁判例でも、１９条１号ないし２号の解釈のなかで、雇止め法理の理論が精緻化されてき
ています。
本判決は、こうした労契法１９条に関する裁判所の判断枠組みを概ね踏襲したうえで、労働者からの無期転換規定の

適用を逃れようとするもので、事前放棄と同視し得る不当な内容であるという主張に対して、更新上限条項や不更新条
項の存在は、あくまでも上記雇止め法理の合理的期待の有無・程度の判断のなかの考慮要素のひとつとして位置付けら
れるとの判断を下しています。
更新限度条項の問題は、単に、そうした条項が存在するかどうかだけではなく、それが示された段階・時期に注意する

必要があるといえます。つまり、更新限度条項が問題となる事案には、（ア）当初の有期労働契約締結時から更新限度条項
が示されている場合と、（イ）有期労働契約の途中から更新限度条項が設けられた場合とが存在し、継続雇用に対する合
理的期待は、後者よりも前者の方が否定されやすい傾向にあるといえます。本判決は、このうちの前者に属する事案です
ので、更新限度条項の存在が、雇用継続に対する合理的期待を否定する働きは強いと言えるでしょう。
ただし、本判決も指摘するように、更新限度条項の存在のみをもって、ただちに合理的期待が否定されるわけではない

ことには注意が必要です。契約当初から更新限度条項等が明示されていた本判決においても、例えば、業務の恒常性が認
められたり、更新回数や雇用期間が長大だったり、使用者側が雇用継続の期待を抱かせるような言動を行っていたりす
る場合には、なお、１９条２号に基づいて違法な雇止めと判断され得る可能性があると言えるでしょう。
なお、本判決は上告されており、今後、最高裁が判断を行う可能性があります。

新たに更新上限を定めた更新契約を締結するようなときは…労働者が新たに更新上限を導入することを自由な意思
をもって受け入れ、既に有していた合理的期待が消滅したといえるかどうかについて…慎重に判断すべき場合がある
と解される」。

以上の判断枠組みを踏まえて、東京高等裁判所は、①について、本件の不更新条項等は労契法１８条に違反し無効とは
言えないこと、②③について、本件不更新条項等は原告が「何らかの期待を形成する以前である、本件雇用契約の締結当
初から明示されていたものであり、しかも、本件雇用契約書及び説明内容確認票の各記載内容…は一義的に明確である
こと」、支店の管理課長が原告に対して「そのことを明示・説明したこと」、原告も「本件不更新条項等の存在を十分認識
して契約締結に至ったものであ」り、「自由な意思に基づかないで合意がされたとの事情があったとは言い難い」として、
労契法１９条に照らしても違法な雇止めとは言えないと判断しました。

本ニューズレター及び弁護士法人ALGからのリーガルサービスに関する情報（セミナー情報、法律相談に関する情報等を含みます。）をご希望される方は次のメー
ルアドレスに会社名、業種、氏名、役職、部署、電話番号及び配信希望先メールアドレスを記入したメールをお送りください。
弁護士法人 ALG は、本ニューズレター配信のために取得した個人情報について、弁護士法人 ALG からの各種ニューズレターの送信並びに各種リーガルサービ
スの紹介及び提供を行うために必要な範囲で利用させて頂きます。
なお、当該情報送信は、予告なく変更及び中止される場合があることをご了承ください。
■ 配信希望メールアドレス roumu＠avance-lg.com
お手数をおかけしますが、あらかじめ｢melmag@avance-lg.com｣のメールを受信できるように、設定をお願いいたします。

本ニューズレターは、具体的な案件についての法的助言を行うものではなく、一般的な情報提供を目的とするものです。
本ニューズレターに関するお問い合わせは、下記にお願いいたします。

（東京弁護士会所属）
東京法律事務所 〒163-1128  東京都新宿区西新宿6-22-1 新宿スクエアタワー 28F　　【連絡先】 TEL.03-4577-0757　FAX.03-5909-2454

各法律事務所 札幌・宇都宮・埼玉・千葉・横浜・名古屋・大阪・神戸・姫路・広島・福岡・タイ
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企業法務及び労働法務全般企業法務及び労働法務全般

Isao Ienaga Kazuhiro Nishimura
執行役員・弁護士　家永 勲

（埼玉法律事務所所属）
弁護士　西村 和紘

本事例からみる実務における留意事項Ⅳ

厚労省からの通達や最高裁の判例を掲載していますので、是非ご覧ください。


